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ついて分析上の視点を提示する。第 3 節では、Ｃ社の早期退職制度を概観する。第 4 節で
































                                                 











































                                                 








経営側は、56 歳以上の年齢層から 135 名の早期退職を最低目標としていた。しかし、そ
れ以下の年齢層からの応募が意外に多かったことや、56 歳以上の従業員からも自発的な応










基準月額 ＝ (基準内賃金×0.4×12 ＋ 冬季賞与×0.4×2) ÷ 12 
ただし「基準内賃金×0.4」の上限は 15 万円、「冬季賞与×0.4」の上限は 45 万円と定め
られている。この基準月額を用いて、退職金は次のように計算される。 
退職金 ＝ 基準月額×退職日翌日から満60歳到達月までの月数 




割増金 ＝基準月額×12 ＋基準月額×6×(満 61 歳6までの残月数÷60) 
ただし、「満 61 歳までの残月数」の上限は 60 ヶ月である。従って、割増金は基準月額の
12 ヶ月分から最大 18 ヶ月分までということになる。この年齢層では、やはり全員がこの残
月数の上限に達するので、割増金は基準月額の 18 ヶ月分である。 
更に、転職支援という名目で次の金額が加えられる。 
転職支援金 ＝ 基準内賃金×0.7×（満 56 歳までの残月数）+ 冬季賞与×0.7 













分析の対象は、自発的な離職が生じた 45 歳以上 55 歳以下の年齢層である。この年齢層
からは 586 名中 68 名（うち 9 名は管理職）が早期退職に応じて離職している。これらの従
業員に関する 1998 年度人事データを分析する。ただし、人事考課のみは 1997 年度末のデ














































1 aa  
R1、R2は N×1 の説明変数ベクトル、0、l はそれぞれ 0、1 から成る N×1 ベクトル、X


















推定結果は図表 6 に示されている。なお、R1、R2 の間にはグループ間の分散不均一性
（groupwise heteroscedasticity）の存在が疑われるので、推定には GLS を用いている7。
また、R1、R2は対数値である。 
能力関連の各指標について推定結果を見てみよう。まずは人事考課ダミーである。97 年























                                                 
7 Greene(2000)などを参照した。 
8 一般職は考課 6から 10までの 5段階評価、管理職は考課 1から 10までの 10段階評価である。ただし
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説明変数 平均 標準偏差 最大値 最小値 サンプル数
年齢 49.203 2.969 44 55 582
勤続年数 29.557 4.591 7 39 582
人事考課（管理職） 6.671 1.198 3 9 207
人事考課（一般職） 8.331 0.535 7 9 375
昇級速度 -0.209 1.438 -6.040 4.308 582
早期退職金 1.47E+07 1681422 9.87E+0617100000 582
45～55歳 56～57歳 58歳以上 計
社員数 586 115 121 822
離職者数 68 56 91 215









































年齢 0.961 0.079 0.000
年齢二乗 -0.010 0.001 0.000
勤続 0.192 0.040 0.000
勤続二乗 -0.002 0.001 0.006
性別Ｄ -2.488 0.202 0.000
高卒Ｄ 2.121 0.153 0.000
短大・高専卒Ｄ 2.907 0.226 0.000








年齢 0.073 0.011 0.000 年齢 -0.002 0.017 0.885
年齢二乗 -6.3E-04 1.1E-04 0.000 年齢二乗 -1.8E-051.7E-04 0.918
勤続 0.014 0.001 0.000 勤続 -0.004 0.002 0.026
勤続二乗 -1.8E-042.4E-05 0.000 勤続二乗 7.0E-053.7E-05 0.056
一般職・考課上位Ｄ 0.026 0.007 0.000 一般職・考課上位Ｄ 0.010 0.010 0.330
管理職・考課下位Ｄ 0.044 0.008 0.000 管理職・考課下位Ｄ 0.049 0.013 0.000
管理職・考課中位Ｄ 0.072 0.008 0.000 管理職・考課中位Ｄ 0.030 0.012 0.012
管理職・考課上位Ｄ 0.122 0.009 0.000 管理職・考課上位Ｄ -0.032 0.014 0.022
昇級速度 0.047 0.001 0.000 昇級速度 -0.016 0.002 0.000
昇級速度二乗 0.002 0.000 0.000 昇級速度二乗 -0.001 0.000 0.004
中卒Ｄ 0.147 0.003 0.000 中卒Ｄ -0.028 0.004 0.000
高卒Ｄ 0.241 0.006 0.000 高卒Ｄ -0.059 0.009 0.000
短大・高専卒Ｄ 0.370 0.005 0.000 短大・高専卒Ｄ -0.135 0.008 0.000
子会社社長Ｄ 0.138 0.022 0.000 子会社社長Ｄ -0.114 0.033 0.001
部長Ｄ 0.062 0.006 0.000 部長Ｄ -0.112 0.008 0.000
グループ長Ｄ 0.029 0.004 0.000 グループ長Ｄ -0.028 0.006 0.000
職長Ｄ 0.041 0.008 0.000 職長Ｄ 0.008 0.012 0.537
班長Ｄ 0.010 0.004 0.020 班長Ｄ 0.010 0.007 0.152
性別Ｄ -0.157 0.006 0.000 性別Ｄ 0.000 0.009 0.983
既婚・子０Ｄ 0.057 0.003 0.000 既婚・子０Ｄ 0.006 0.005 0.206
既婚・子１Ｄ 0.068 0.003 0.000 既婚・子１Ｄ -0.002 0.005 0.664
既婚・子２Ｄ 0.078 0.003 0.000 既婚・子２Ｄ -0.004 0.005 0.466
既婚・子３Ｄ 0.083 0.005 0.000 既婚・子３Ｄ -0.008 0.008 0.289
既婚・子４Ｄ 0.097 0.011 0.000 既婚・子４Ｄ -0.018 0.017 0.291











年齢 -0.203 0.122 0.095
年齢二乗 0.002 0.001 0.063 2.8E-045.0E-05 0.000
勤続 -7.1E-03 0.002 0.004
勤続二乗 0.000 0.000 0.021
一般職・考課上位Ｄ -0.215 0.089 0.016 -0.153 0.053 0.004
管理職・考課下位Ｄ -0.067 0.016 0.000
管理職・考課中位Ｄ -0.127 0.029 0.000 -0.071 0.023 0.002
管理職・考課上位Ｄ -0.090 0.018 0.000 -0.061 0.020 0.002
昇級速度 -0.020 0.009 0.021
性別Ｄ 0.004 0.002 0.073
中卒Ｄ 0.064 0.033 0.051
高卒Ｄ
短大・高専卒Ｄ
既婚・子０Ｄ 0.063 0.032 0.052
既婚・子１Ｄ -0.044 0.018 0.015






早期退職金 -4.2E-08 0.000 0.000
No. of observations
Log likelihood
Pseudo R2
-156.303 -156.646
0.255 0.2536
早期退職金を含めない場合 早期退職金を含めた場合
582 582
